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（文責本人） （文責本人）市 政 を 問 う 市 政 を 問 う

的
に
供
給
す
る
責
務
が
あ

る
と
考
え
る
。
市
産
木
材

供
給
の
た
め
に
は
、
市
有

林
と
木
工
団
地
の
連
携
が

必
須
で
あ
る
。

問�

　
市
有
林
の
実
態
は
ど
の

よ
う
に
な
っ
て
い
る
の

か
。
有
利
な
運
用
を
目
指

し
た
経
営
体
制
を
構
築
す

べ
き
で
は
。

答
（
市
長
）�

　

遠
野
市
市
有
林
基
金
条

例
に
基
づ
き
、
農
林
課
が

管
理
し
て
い
る
市
有
林
は

１
９
６
４
ha
、
遠
野
市
以

外
の
所
有
者
の
土
地
に
遠

野
市
が
立
木
を
育
て
て
き

た
面
積
が
１
０
３
７
ha
で

あ
る
。

　

一
方
、
管
財
担
当
が
管

理
す
る
市
有
林
は
８
５
７

ha
で
、
大
部
分
は
広
葉
樹

又
は
県
行
造
林
、
分
収
林

︵
国
有
林
︶。
こ
れ
ま
で
市

は
積
極
的
に
手
を
入
れ
て

こ
な
か
っ
た
。

　

市
有
林
の
活
用
メ
リ
ッ

ト
が
見
い
だ
せ
る
こ
と
か

ら
、
市
有
林
造
成
基
金
の

資
産
と
し
て
管
理
を
一
元

化
す
る
方
向
に
進
め
た

い
。

　

米
国
の
住
宅
バ
ブ
ル
発

生
で
外
国
産
材
が
入
っ
て

こ
な
い
こ
と
か
ら
、
国
産

材
需
要
が
急
激
に
上
昇

し
、
遠
野
木
工
団
地
で
も

引
き
合
い
が
強
く
木
材
の

入
手
が
難
し
い
状
況
と
聞

く
。

　

市
も
広
大
な
森
林
所
有

者
と
し
て
、
木
材
を
積
極

市
長	

市
有
林
の
管
理
一
元
化
進
め
る

多田　勉  議員

市
有
林
の
有
利
な
経
営
体
制
を

鱒沢地区センターの整備時期は

一問一答方式

問�

　
市
長
は
鱒
沢
地
区
セ
ン

タ
ー
整
備
で
、
居
住
エ
リ

ア
等
を
含
め
総
合
的
に
検

討
す
る
と
し
て
き
た
が
、

市
が
目
指
す
小
さ
な
拠
点

づ
く
り
は
、
公
平
に
進
め

な
け
れ
ば
遠
野
市
全
体
の

均
衡
あ
る
発
展
に
つ
な
が

ら
な
い
。
地
区
セ
ン
タ
ー

の
先
行
整
備
を
決
断
す
べ

き
で
は
。

答
（
市
長
）�

　

昨
年
度
設
置
し
た
「
鱒

沢
地
区
セ
ン
タ
ー
整
備
推

進
会
議
」
で
、
コ
ミ
ュ
ニ

テ
ィ
全
体
を
視
野
に
検
討

し
て
き
た
。
構
想
の
コ
ン

セ
プ
ト
を

① 

交
通
の
要
所
を
生
か
し

た
交
流
機
能
を
持
つ

② 
住
民
の
安
心
安
全
を
確

保
す
る
機
能
集
積
を
図

る
③ 

他
地
区
セ
ン
タ
ー
更
新

の
際
の
モ
デ
ル
と
な
る

コ
ン
パ
ク
ト
で
多
用
途

な
利
用
を
可
能
と
す
る

施
設
と
す
る

の
３
点
に
集
約
さ
れ
た
。

今
後
は
基
本
計
画
を
策
定

し
、
施
設
の
整
備
に
舵
を

切
っ
て
い
く
。

市長 	地区センター整備に舵切っていく
止
、
解
体
、
統
合
が
必
要

と
感
じ
て
い
る
。

問�

　
観
光
の
「
戦
略
・
情
報

発
信
基
地
」
と
し
て
作
っ

た
「
あ
す
も
あ
遠
野
」
で

あ
る
が
、
１
階
部
分
は
３

年
間
も
使
わ
れ
て
い
な

い
。
活
用
策
の
検
討
状
況

は
。答

（
市
長
）�

　
「
官
民
連
携

ま
ち
な
か
再
生

事
業
」
が
国
の

採
択
を
受
け
た

こ
と
か
ら
最
適

な
活
用
策
を
見

出
す
。

問�

　
「
遠
野
み
ら

い
創
り
カ
レ
ッ

ジ
」
の
活
用
状

況
は
、
富
士
ゼ

ロ
ッ
ク
ス
の
撤

退
に
よ
り
利
用

者
数
が
減
少
傾

向
に
あ
る
。
ま

た
、
常
駐
職
員

も
１
名
に
な
っ

て
い
る
。
今
後

の
対
応
策
は
。

答
（
市
長
）�

　

み
ら
い
創
り
カ
レ
ッ
ジ

と
教
育
文
化
振
興
財
団
、

施
設
管
理
サ
ー
ビ
ス
、
遠

野
市
の
４
者
連
携
の
強
み

を
生
か
し
て
運
営
す
る
。

ま
た
、
土
淵
町
は
遠
野
物

語
の
世
界
で
あ
り
、
小
学

校
の
児
童
が
様
々
な
取
り

組
み
を
行
っ
て
い
る
例
も

あ
る
こ
と
か
ら
皆
で
盛
り

上
げ
て
い
き
た
い
。

問�

　
物
件
費
（
施
設
に
係
る

維
持
管
理
費
）
の
増
大
が

財
政
を
悪
化
さ
せ
て
い

る
。
更
に
「
こ
ど
も
本
の

森
」の
維
持
費
も
加
わ
る
。

反
面
、
市
民
サ
ー
ビ
ス
に

係
る
事
業
費
が
手
薄
に
な

っ
て
い
な
い
か
。

答
（
市
長
）�

　

公
共
施
設
管
理
計
画
に

基
づ
き
、
思
い
切
っ
た
廃

問�

　
総
事
業
費
約
１
０
０
億

円
を
投
入
し
、
延
べ
10
年

間
に
及
ん
だ
本
計
画
は
令

和
２
年
度
末
で
終
了
し
た

が
、
観
光
施
設
へ
の
観
光

客
の
入
込
み
目
標
数
10
万

人
に
対
す
る
実
績
値
の
推

移
は
。

答
（
市
長
）�

　

概
ね
半
数
の
５
万
人
前

後
で
推
移
し
て
き
た
。

問�

　
実
績
値
が
低
調
な
要
因

は
。答

（
市
長
）�

　

東
日
本
大
震
災
に
よ
る

影
響
と
風
評
被
害
等
に
よ

る
も
の
で
あ
る
が
、
魅
力

づ
く
り
に
ア
プ
ロ
ー
チ
で

き
な
か
っ
た
一
面
も
あ
っ

た
。問�

　
空
き
店
舗
の
現
状
把
握

と
対
応
策
は
。

答
（
市
長
）�

　

中
心
市
街
地
活
性
化
協

議
会
で
調
査
方
法
を
確
認

し
た
上
で
、
現
状
把
握
に

速
や
か
に
取
り
組
む
。

問�

　
空
き
店
舗
解
消
に
は
、

ス
ピ
ー
ド
感
と
タ
イ
ミ
ン

グ
を
持
っ
て
、
ハ
ー
ド
・

ソ
フ
ト
両
面
と
財
源
を
支

援
し
な
が
ら
市
と
関
係
者

が
連
携
し
て
取
り
組
む
こ

と
が
重
要
と
考
え
る
。

答
（
市
長
）�

　

提
言
内
容
の
方
向
で
進

め
た
い
。

市
長	

遠
野
駅
前
の
環
境
整
備
が
で
き
た

佐々木 大三郎  議員

中
心
市
街
地
活
性
化
基
本
計
画
の

効
果
は

一問一答方式

健全財政に向けた
課題解消策は
市長 	財政規模に見合った事業計画と
	 建物の有効活用

毎年増加する「物件費に係る経常収支比率」

その他の質問
◦�遠野市定員管理計画
について

広
い
分
野
に
活
か
さ
れ
て
い
る

市
内
産
材

未だに整備の進まない鱒沢地区センター予定地

（4）-1 市町村経常経費分析表(普通会計決算) 岩手県遠野市令和元年度

経常収支比率の分析

人 口

う ち 日 本 人

面 積

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

標 準 財 政 規 模

地 方 債 現 在 高

26,555

26,368

825.97

20,180,611

19,261,080

654,503

10,581,389

18,906,850

人(R2.1.1現在)

人(R2.1.1現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

千円

実 質 赤 字 比 率

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 公 債 費 比 率

将 来 負 担 比 率

-

-

11.5

81.2

％

％

％

％

市 町 村 類 型

( 年 度 毎 )

H27  Ⅰ－０ H28  Ⅰ－０ H29  Ⅰ－０

H30  Ⅰ－０ R01  Ⅰ－０

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

※ 市町村類型とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類したものである。当該団体と同じグループに属する団体を類似団体と言う。

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ 類似団体内順位、全国平均、各都道府県平均は、令和元年度決算の状況である。また類似団体が存在しない場合、類似団体内順位を表示しない。

人件費 類似団体内順位
22/35

全国平均
25.6

岩手県平均
22.9

人件費の分析欄

定員管理計画に基づく職員数の適正化に努めているが、人件

費に係る経常収支比率は前年度比0.3ポイント増加した。人件費

に係る経常収支比率が類似団体平均値より高い要因は、消防業

務を直営で行っていることが挙げられる。

(%)

36.0

33.0

30.0

27.0

24.0

21.0

18.0

31.3

20.1

23.8
23.223.023.222.9

R01H30H29H28H27

25.1
24.824.9

25.9

24.2

物件費 類似団体内順位
35/35

全国平均
15.0

岩手県平均
15.4

物件費の分析欄

物件費に係る経常収支比率は、前年度比1.6ポイント増加した。

土地区画整理事業の換地処分業務が減となったものの、指定管

理料の見直しによる増、ヘルスケアプロジェクト事業に係る委託

料の増などが影響したことが要因に挙げられる。

類似団体平均値と比較し特に高い値にあることから、施設の集

約化などを視野に一層の経費削減に努めていく。

(%)

24.0

21.0

18.0

15.0

12.0

9.0

6.0

20.2

8.2

14.2
14.013.6

13.012.8

R01H30H29H28H27

20.218.6
17.817.7

16.8

扶助費 類似団体内順位
19/35

全国平均
13.1

岩手県平均
10.0

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は、前年度比ほぼ横ばいの0.1ポイ

ント増、類似団体平均値と比較しても同程度となっている。

当市は高齢化率が高いほか、子育て支援施策を積極的に推進

していることから、扶助費の適正化に努めていく。

(%)

16.0

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

13.9

5.3

8.98.5

8.18.0

7.7

R01H30H29H28H27

8.5
8.4

8.3
8.9

7.6

その他 類似団体内順位
2/35

全国平均
13.1

岩手県平均
13.1

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は、前年度比0.5ポイント減少した。

各特別会計への繰出金が減少したことなどが要因に挙げられる。

類似団体平均値と比較し特に低い値にあり、同指標の維持に

努めていく。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

23.3

6.9

14.0
14.514.714.314.5

R01H30H29H28H27

7.0
7.58.2

11.011.1

補助費等 類似団体内順位
5/35

全国平均
10.3

岩手県平均
13.5

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は、前年度比0.4ポイント増加し

た。下水道事業が公営企業へ移行したことによる補助金等の増、

プレミアム付商品券事業費の増などが要因に挙げられる。

各種団体等への補助金・負担金については、健全財政計画に

基づき終期の設定や定期的な見直しを行っており、さらなる健全

化に努めていく。

(%)

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

21.5

3.5

12.7
12.812.211.911.0

R01H30H29H28H27

6.1
5.75.8

4.94.8

公債費 類似団体内順位
28/35

全国平均
16.5

岩手県平均
19.3

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は、前年度比1.0ポイント減少した。

健全財政計画に基づくプライマリーバランス黒字化堅持の取組

から、公債費の縮減に努めていることが要因に挙げられる。

一方、類似団体平均値と比較すれば依然高い値にあることか

ら、今後も健全財政計画に基づき普通建設事業費の圧縮を図り

ながら、公債費の縮減に努めていく。

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

25.6

3.4

18.8
18.718.718.518.3

R01H30H29H28H27

21.2
22.223.024.2

22.6

公債費以外 類似団体内順位
2/35

全国平均
77.1

岩手県平均
74.9

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は、前年度同値となった。類

似団体平均値と比較すると、特に低い値で推移している。

一方、物件費に係る経常収支比率が特に高い状況にあること

から、施設管理費の一層の適正化に努めていく。

(%)

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

50.0

85.1

66.8

73.6
73.071.670.468.9

R01H30H29H28H27

66.9

65.065.0
68.4

64.5

1/1
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R01H30H29H28H27

20.218.6
17.817.7

16.8

扶助費 類似団体内順位
19/35

全国平均
13.1

岩手県平均
10.0

扶助費の分析欄

扶助費に係る経常収支比率は、前年度比ほぼ横ばいの0.1ポイ

ント増、類似団体平均値と比較しても同程度となっている。

当市は高齢化率が高いほか、子育て支援施策を積極的に推進

していることから、扶助費の適正化に努めていく。

(%)
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7.6

その他 類似団体内順位
2/35

全国平均
13.1

岩手県平均
13.1

その他の分析欄

その他に係る経常収支比率は、前年度比0.5ポイント減少した。

各特別会計への繰出金が減少したことなどが要因に挙げられる。

類似団体平均値と比較し特に低い値にあり、同指標の維持に

努めていく。
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7.0
7.58.2

11.011.1

補助費等 類似団体内順位
5/35

全国平均
10.3

岩手県平均
13.5

補助費等の分析欄

補助費等に係る経常収支比率は、前年度比0.4ポイント増加し

た。下水道事業が公営企業へ移行したことによる補助金等の増、

プレミアム付商品券事業費の増などが要因に挙げられる。

各種団体等への補助金・負担金については、健全財政計画に

基づき終期の設定や定期的な見直しを行っており、さらなる健全

化に努めていく。
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公債費 類似団体内順位
28/35

全国平均
16.5

岩手県平均
19.3

公債費の分析欄

公債費に係る経常収支比率は、前年度比1.0ポイント減少した。

健全財政計画に基づくプライマリーバランス黒字化堅持の取組

から、公債費の縮減に努めていることが要因に挙げられる。

一方、類似団体平均値と比較すれば依然高い値にあることか

ら、今後も健全財政計画に基づき普通建設事業費の圧縮を図り

ながら、公債費の縮減に努めていく。
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公債費以外 類似団体内順位
2/35

全国平均
77.1

岩手県平均
74.9

公債費以外の分析欄

公債費以外に係る経常収支比率は、前年度同値となった。類

似団体平均値と比較すると、特に低い値で推移している。

一方、物件費に係る経常収支比率が特に高い状況にあること

から、施設管理費の一層の適正化に努めていく。
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類似団体内順位
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平均値

類似団体内の
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※団体は自治体のことをいいます


